
○父親による育児休業取得のメリット（複数回答）  

（単位：％）  

子どもと一緒にいられたこと  

仕事への意欲が高まった  

視野が広がるなど自分が成長できたこと  

妻から感謝されたこと  

家事が上手くなった  

その他  

特にない   

0   10   20   30   40   50   60   70   80   90  100  

■父親による育児休業取得のメリット   

注）調査対象は「就学前の子どもがいる雇用者男女のうち、父親が育児休業取得した者（父親  

本人及び母親回答）」（N＝37（父親本人30、母親 7））  

出典：日本労働研究・研修機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（平成15年）  

O「配偶者が常態として子を養育することができる者」を育児休業対象者として   

いる   

事業所割合  

1．0  

凸対象  

国対象外  

口不明   

注）調査対象は「常用労働者5人以上を雇用している民営事業所」  

出典：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  
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○産後8週間中における育児休業の取得について（雇用者男性N＝1，042）  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

■ぜひとりたい■できればとりたいロとりたくない国わからないロ妻はいない  

出典：日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査報告書」（平成15年9月）  
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4．労働者の子育て・介護の状況に応じた両立支援制度への見直し  

（1）再度の休業取得要件の見直しについて  

○入院期間（【＝9596）  

8．8％0・8％  

虫～2週間  

日～1ケ月  

日～3ケ月  

日～6ケ月  

山6ケ月～  

口不明  

51．2％  

注）平成11年12月1日現在、病的新生児病棟（NICU）を有する全国の医療  

機関に入院している患児のうち、小児科または新生児科が管理しているすべての患児を  

対象とした調査（年齢は問わない。）。このうち、0歳児が48．2％を占めた。  

出典：厚生省構成科学研究補助費（子ども家庭総合研究事業）分担研究報告書「周産期医療体制に  

関する研究」班 「NICU長期入院患児の実態とその後方支援に関する全国調査」（平成  

17年3月）  
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○ より利用しやすい育児休業制度（対労働者、複数回答）  

（単位：％）  

1人の子供について1♯について1♯になるまでの臥複数匡‖＝分けて取得できる  

育児をしてくれる人がいる場合（配偶者が専業主婦・育児休業中、保書凪に入れた）であって  

も、育児休業を取得できる  

1■を超えて青児休業をすることができる  

今のままでよい  

0  10  20  30  40  50  80  70  

日雇用磯劇（N＝2．04刀■雇用者男性（N＝1．042）ロ雇用者女性（N＝川05）  

出典：日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査報告書」（平成15年9月）  

01人の子供について複数回に分けて取得できる育児休業制度を利用する理由  

●  （対労働者、複数回答）（「複数回に分けて取得できる育児休業制度」であれ   
ば利用しやすいと回答した者）  

（単位：％）  

子どもの状況のため  

日頃育児をしてくれていた人の状況のため  

配偶者と育児を交代で行うため  

日雇用者椚（N＝724）●雇用者男性（N＝朝1）ロ雇用者女性（N＝283）  

出典：日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査報告書」（平成15年9月）  
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○子一人について複数回の育児休業を認める要件として適当なもの（複数回答。   

n＝1553）  
（単位：％）  

育児をしてし＼た配偶者の負傷・疾病等により育児が  

困難になった  

子が保育園等に通えない病気になった  

育児をしていた配偶者と別居した  

仕事の繁閑に合わせて配偶者と交代で取得する必  
要がある  

特に取得要件を設けず、複数回の育児休業を認める  
べきだ  

複数回の育児休業の取得は認めるべきではない  

その他  

無回答  

0 10 20 30 40 50 60 70 80  

注）調査対象は「10人以上規模企業の40歳以下の正社員」  

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（集計中）  

（2）介護のための短期の休暇制度について  

○介護のための年次有給休暇・欠勤・遅刻・早退等経験の有無（％）  

開始時の雇用形態  開始時の仕事  

ある（％）   

全体         正規雇用  非正ま‾   継続   離・転職   

年次有給休暇  48．2   61．9   33．9   49．9   42．8   

早退  叫．9   39．9   50．0   45．1   44．2   

遅刻  36．4   30．3   42．8   35．2   40．4   

欠勤  28．4   14．2   43．0   26．4   34．8   

年休以夕柑琳職制度の利用  14．4   16．0   12．7   14．5   14．0   

イ  5．8   3．1   8．7   5．1   8．1  

注）調査対象は、現在要介護家族（40歳以上）がいる者のうち、介護開始当時雇用者であっ  

たもの  

出典：JIJPT「介護休業制度の利用拡大に向けて」（2006年）  
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○家族の介護・看護のために離・転職した雇用者の数とその年齢別割合（人、％）  

40～59歳  

57．5％   

261，700人  

注）集計対象は、平成9年10月から平成14年9月までの5年間に、家族の介護・看護のた  

めに前職を離・転職した雇用者  

出典：総務省「就業構造基本調査」（平成14年）  

○介護のために必要だった連続休暇（％）  

連続した休みは必要なかった   82．7   

連続して2週間未満   8．0   

連続して2週間～1ケ月未満   2．・」5   

連続して1■ヶ月～3ケ月未満   2．も   

連続して3ヶ月～6ケ月未満   1．0   

連続して6ケ月～1年未満   0．3   

連続して1年以上   3．0  

注）調査対象は、現在要介護家族（40歳以上）がいる者のうち、介護開始当時雇用者であっ  

たもの N＝600  

出典：JIJPT「介護休業制度の利用拡大に向けて」（2006年）  
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○介護休業を取得しなかった理由（％）  

家族の助け■外部サービスを  
使って、介吾妻に対処できた  

休日一休日殴希u度などを…舌用  
して介吾妻に、対処できた  

N＝568  

N＝558  

N＝558  職場に介吾妻休業制底力号なかった  

職場に介吾妻のことを相苦炎する  
部署カモなかった  

職場で取得した人力ミいな力ヽったので  

情報がなかった  

N＝558  

N＝557   

□あてはまる皿あてはまらない  

注）調査対象は、現在要介護家族（40歳以上）がいる者のうち、介護開始当時雇用者であっ  

たもの  

出典：JILPT「介護休業制度の利用拡大に向けて」（2006年）  

○介護開始時の対応（全体・介護役割別・休みの必要の有無別）  

全体  

圭介読者（N＝320）  

非圭介護者（N＝298）  

連続した休みが必要だった（N＝104）  

連続した休みは必要なかった（N＝489）  

■関わった  

ロ関わっていない  

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％100  

％   

注）調査対象は、「介護を必要とする同居家族がいる30～59歳の男女」。  

注）介護開始時に雇用経験があるものをサンプルとした。  

注）下記のうちひとつでも「あなたが主に行った」がある場合、「関わった」とした。  

病院・介護施設等の入退院の手続き  

介護のための情報収集・手続き  

介護のための住宅整備に関すること  

介護用品の購入・レンタル等の手配  

出典：労働政策研究・研修機構「介護休業制度の利用状況等に関する研究」報告書（平成18年）  
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（3）期間雇用者の休業のあり方   

○ 有期契約労働者の育児休業取得者割合  

配偶者が出産した男性労  
出産した女性労働者に占め  

働者に占める育児休業取得  
る育児休業取得者の割合  

者の割合   

全  体   72．3   0．50   

有期契約労働者   51．5   0．10   

出典：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  

○ 育児休業給付の期間雇用者の支給状況  

（単位：人、％）  

初回受給者数  

期間雇用者以外   期間雇用者  

（前年比）  （前年比）   （前年比）   

平成17年度  118．339（5．4）  ‖6．097（3．6）  2，242  

平成18年度  131．542（10．0）  126，772（8．4）  4，770（53．0）  

平成19年度  
121，923  116．741  5．182   

（20年1月まで）  

出典：雇用保険業務統計  
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5．両立支援制度の有効活用  

○育児休業取得後の昇進の取扱い  

・  
。＝33  

0％  20％  40％  60％  80％  

口取得期間分超えて昇進の遅れ生じる   

□取得期間分の昇進の遅れは取り戻せない  

■昇進遅れるが長期的には遅れを取り戻す可能性あ   
り  
進にあたって  

‖   

出典：21世紀職業財団「男性の育児参加促進研究会報告書」（平成19年）  

○育児休業を取得した場合の昇格■昇級に対する影響  

休業期間が1．2か月の場合（n＝563）  

休業期間が6か月を超える場合（n＝563）  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

ロ復帰直後は遅れるが、いずれ同じ水準になり得る  ロ影響がない   

■休業期間分の差は継続していく  ●無回答  

出典‥ニッセイ基礎研究所「男性の育児休業取得に関する研究会報告書」（平成15年）  
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○育児休業を取得した場合の定期昇給に対する影響（定期昇給がある企業につい   

て）  

休業期間が1，2か月の場合（n＝450）  

休業期間が6か月を超える場合（∩＝450）  

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％100％  

ロ影響がない  ロ復牒直後は遅れるが、いずれ同じ水準になり得る  

■休業期間分の差は継続していく  ■無回答   

注）定期昇給制度がある企業は回答企業563社中79．9％で、その企業を母数とする割合である。  

出典：ニッセイ基礎研究所「男性の育児休業取得に関する研究会報告書」（平成15年）  

○復帰後の最初の人事考課について  

企業調査計（n＝101）  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

口復職後の期間の実績で評価する  田休職含む全期間の実績で評価する  

■現時点での能力で評価する  ■全社員の平均値とする  

田休職直前の評価とする  臼休職期間は最低の評価とする  

ロその他  □無回答  

注）「休業直前の評価とする」「無回答」はゼロ件。  

出典：電機連合「仕事と生活の調和に関する調査」（平成19年）  
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○短時間勤務利用時の人事労務管理（業務量・量・職責範囲）  

全体（N＝1．368）  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

■フルタイム勤務者と短時間勤務をする人で原則差はない  

田業務内容・職責の範囲が変わる  

口現場に任せている  

国その他  

口無回答  

出典：内閣府「企業における子育て支援とその導入効果に関する調査研究」（平成18年3月）  

○短時間勤務時の人事労務管理（昇給・昇格）  

全体（N＝1，368）  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

■フルタイム勤務者を配慮して、短時間勤務者の評価に差を設ける  

田フルタイム勤務者とは別に、短時間勤務者の基準を設けて評価  

田評価上、区分はしていない  

ロ無回答  

出典：内閣府′「企業における子育て支援とその導入効果に関する調査研究」（平成18年3月）  

39   



○短時間勤務を利用する場合の業績評価  

■短時間勤務に配慮した目標校定を行い、その達成度で評価する  

巳フルタイム勤務者と同じ基準の目標毀定を行い、その達成度で評価する  

日時間当たりの生産性に置き換えて評価する  

■時間当たりの生産性が同じでも、フルタイム勤務者に配慮して、短時間勤務をしなかった場合よりも低い評価とする  

凸その他  

由無回答  

0％  20％  40％  60％  80％  100％   

注）調査対象は「10人以上規模企業」  

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（集計中）  
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